
　　　主　要　事　業　の　概　要
④新行政システム・地方分権の推進

（単位：千円）

新規 事　　業　　名 予 算 額 事　　業　　の　　概　　要 所 管 課

 法定合併協議会 75,000 ○法定合併協議会の設置及び協議促進のための 総　務　部

 支援交付金 　県単独交付金 ［地方課］

【交付額】

　国庫補助金を除く市町村負担の１／２

　（上限：交付期間２カ年で10,000千円

　　　　　　　　　　　　　　　　／協議会)

　※１５協議会程度を予算化

 市町村合併支援 500,000 ○合併に取り組む市町村が、電算事務の統合等 総　務　部

 資金 　の合併までに完了する必要のある事業を実施 ［地方課］

（市町村振興資金 　する場合に無利子資金の貸し付けを行う。

　特別会計） 　【対象市町村】法定合併協議会設置市町村

　【対象事業】電算システムの統合等（合併特

　　　　　　例事業債の対象とならないもの）

新規  市町村財政健全化 制度創設 ○財政状況の悪化が著しい市町村が、地方債の 総　務　部

 促進臨時交付金 　繰上償還を行うことで財政健全化を進める場 ［地方課］

　合に支援を行い、市町村の財政健全化と合併

　促進を図る。

　【対象団体】

　・公債費負担適正化計画等を策定している団

　　体のうち次の要件に当てはまる団体が、政

　　府資金等の繰上償還を行う場合

　　◇単年度起債制限比率（一部事務組合等へ

　　　の償還負担金分を含む）が１９％以上、

　　　かつ、積立金残高が一定規模以下

　【交付額】

　・繰上償還により生じた補償金の１／２

　　（上限１５百万円）

　【交付年度】

　・Ｈ１５、Ｈ１６



　　　主　要　事　業　の　概　要
④新行政システム・地方分権の推進

（単位：千円）

新規 事　　業　　名 予 算 額 事　　業　　の　　概　　要 所 管 課

新規  わかりやすい広報 134,018 ○県民の行政参画の推進、県民への情報提供機 総　務　部

 推進事業 　能を強化するため、県政の情報を｢よりわかり ［広報課］

　やすく、より広くタイムリーに」発信する。

　【主な新規拡充事業】

○テレビ

　・１５分・３０分番組の充実（土日、字幕

　　スーパー導入）

　・５分番組の新設（毎週・特定の曜日の夜）

　・スポットの拡充（毎週）

○新聞

　・政策広報の拡充（地方紙、中央紙）　　　

 行政手続情報電子 33,814 ○各種行政手続について、様式や記載例等の諸 総　務　部

 化事業 　情報をデータベース化し、ホームページ等を ［人事課］

　通じて情報提供することにより行政手続の

　透明性と県民の利便性を高める。

新規  警察行政手続電子 13,230 ○知事部局と連携して県警察が行う行政手続等 警察本部

 化推進事業   のオンライン化 ［情報管理課］   

  ・対象事務（Ｈ１３実績件数）

    　道路使用許可（27,662件）

  　  遺 失 物 届 （12,595件）

  ・スケジュール

      Ｈ１５　基本設計

    　Ｈ１６　システム開発・運用
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（単位：千円）

新規 事　　業　　名 予 算 額 事　　業　　の　　概　　要 所 管 課

 行政評価推進事業 44,000 ○効率的で県民の視点に立った成果重視の行政 企画振興部

　の実現と説明責任を果たすため、評価システ ［企画調整課］

　ムを構築

　　・Ｈ１５ ～ 事務事業評価、公表

　　　　　　　　施策体系再検討など

　　（公共事業評価システムと一体的に実施）

○行政評価の浸透を図るための研修開催と行政

　評価支援システムの開発

 公共事業評価シス 10,000 ○効率的・効果的な事業の実施と事業決定プロ 土　木　部

 テム推進費 　セスの透明性の確保を図るため、評価システ ［管理課］

　ムを構築

　　・Ｈ１５：試行　　Ｈ１６：本格実施　

○再評価システムとの連携や公表方法など管理

　・運営方法について検討


